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○議事日程〔 第１号 〕 

 ５月１２日（金曜日）午前１０時 開会 

 ※開会宣告 

※開議宣告 

日程第１  会議録署名議員の指名 
日程第２  会期の決定 
日程第３   第５４号議案及び第２号報告から第４

号報告まで上程 

（提案理由説明・質疑・討論・表決）       
 

○本日の会議に付した事件 

 議事日程に同じ    

 

○出席議員（３８名） 

１  番  成 重 博 文 
２  番  安 達    隆 
３  番  尾 上 真 一 
４  番    野 田  大 二 
６  番    山  田  秀  夫 
７  番  松 本 博 彰 
８ 番   中山田  健  晴 
９  番    河  野  徳  久 
１０  番    明 石 光 子 
１１  番    村 上 和 人 
１２  番    吉 高 彰 生 
１３ 番   安 長 袈裟雄 
１４  番   小 野 國 廣 
１５  番    鴛  海  政  幸 
１６ 番    近  藤  安  夫 
１７  番    後  藤  龍太郎  
１８  番    安  東  正  洋 
２０  番    川 原  直 記 
２１  番    河  野  正  春 
２２  番    山 本 博 文 
２３  番    進 藤 国 臣 
２４  番    近  藤  今朝則 
２５  番    井 上     優 
２６  番    菅    健 雄 
２８  番    近  藤  準三郎 
２９  番    後  藤     等 
３０  番    相 部  法 生 
３１  番    酒  井  貞  生 
 

 

 

３２  番    堂 園 慶 吾 
３４  番    南 浴 利 雄 
３５  番    徳 永   浄 
３６  番    益 戸 政 吉 
３７  番    野 上  一 郎 
３８  番    井ノ口  政 之 
３９  番    木 村 修 一 
４０  番    大  石  忠 昭 
４１  番    岩 本     武 
４２  番    瀬 口  孫 次 

 

○欠席議員（３名） 

５  番  岡 部  心  介 
１９  番    北 崎 安 行 
３３  番    成 重 昌  臣 

 

○職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名 

事 務 局 長     増 田 正 義 

議 事 係 長     清 水 栄 二 

書    記      安 藤 雅 俊 

書    記      近 藤 浩 二 
 

○説明のため議場に出席した者の職氏名 

市     長     永 松 博 文 

助     役     都 甲 昌 叡 

総 務 課 長     鴛 海   豊 

参事兼真玉市民センター長 

  青 野 素 久 

参事兼香々地市民センター長 

            佐 藤 良 雄 

企 画 財 政 課 長     野 村 信 隆 
税 務 課 長     河 野 清 一 
建  設  課  長          奥 田 秀 穂 
環 境 課 長        水 江 義 和 
消  防  長      安 藤 義 文 
消防次長兼総務課長   佐 藤   隆 
総務・法規係長     久 保 健 一 

  秘書広報係長            小 野 政 文 
  業務係長兼高大クリーンセンター所長 
              渡 邊 和 幸 
教育庁 
教  育  長            都 甲 桂 一 

 

平成１８年第１回豊後高田市議会臨時会会議録（第１号） 



５月１２日 

 - 2 - 

〇議長（菅 健雄君） ただ今の出席議員は３８

名で、議員定数の半数に達しております。 

よって、平成１８年第１回豊後高田市議会臨時

会は成立いたしましたので、開会いたします。 

〇議長（菅 健雄君） これより本日の会議を開 

きます。 

市長ほか関係者の出席を求めましたので、ご了

承願います。 

〇議長（菅 健雄君） 日程第１、会議録署名議

員の指名を行います。 

会議録署名議員に、１５番鴛海政幸君及び１６

番近藤安夫君を指名いたします。 

〇議長（菅 健雄君） 日程第２、会期の決定を

議題といたします。 

おはかりいたします。 

今期臨時会の会期は、本日一日限りとしたいと

思います。 

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

〇議長（菅 健雄君） ご異議なしと認めます。 

よって、今期臨時会の会期は本日一日限りと決

定いたしました。 

なお、会期中の会議予定は、お手元に配付して

おります会議予定表のとおりです。 

〇議長（菅 健雄君） 日程第３、第５４号議案

及び第２号報告から第４号報告までを一括議題と

いたします。 

〇議長（菅 健雄君） 提案理由の説明を求めま

す。 

市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 本日ここに第１回臨時議

会を招集いたしましたところ、議員各位には、ご

多忙中にもかかわりませず、ご出席くださいまし

て誠にありがとうございます。 

まず、皆様方に「豊後高田市発足１周年記念式

典」に際しましてのお礼を申しあげたいと存じま

す。 

先般は、ご多忙のところを議員各位をはじめ、

多くの来賓や、市民多数のご臨席を賜り、１周年

記念式典が意義深く厳粛に執り行うことが出来ま

したことを衷心より厚くお礼を申し上げます。ま

た、式典後に上映いたしました映画も、多くの市

民に鑑賞していただきましたが、昭和の町にふさ

わしい情緒のある映画だったと好評をいただいた

ところであります。今後豊後高田市の誕生をこぞ

って祝う記念日「昭和の町の昭和の日」に向けた

取り組みが推進されるよう期待する次第でありま

す。そして１周年を契機として、さらに各種事業

を積極的に取組み本市発展のため努力をいたす所

存でございますので、今後とも議員各位のお力添

えを賜りますようお願いいたします。 

 それでは、本臨時会に提案いたしました議案及

び報告について、その大要を御説明申し上げます。 

 第５４号議案は、工事請負契約の締結について

でありまして、高大クリーンセンターの基幹的設

備の整備に併せまして、施設処理能力の拡充を図

り、安定的汚泥処理体制の構築と経費節減を確保

するために、高大クリーンセンター改造工事の請

負契約を締結したいので、議決を求めるものでご

ざいます。 

第２号報告は、豊後高田市消防団員等公務災害

補償条例の一部改正についてでありまして、非常

勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令

の一部改正に伴い、補償基礎額等について早急に

所要の規定の整備を行う必要が生じましたので、

専決させていただいたものでございます。 

第３号報告は、豊後高田市消防団員に係る退職

報償金の支給に関する条例の一部改正についてで

ありまして、消防団員等公務災害補償等責任共済

等に関する法律施行令の一部改正に伴い、退職報

償金について早急に所要の規定の整備を行う必要

が生じましたので、専決させていただいたもので

ございます。 

第４号報告は、豊後高田市税条例の一部改正に

ついてでありまして、地方税法等の一部改正に伴

い、早急に所要の規定の整備を行う必要が生じま

したので、専決させていただいたものでございま

す。 

内容といたしましては、市民税関係では、個人

市民税の均等割及び所得割の非課税限度額の引き

下げ等の改正でございます。市たばこ税関係とい

たしましては、税率の引き上げ等の改正でござい

ます。固定資産税関係といたしましては、平成１

８年度が評価替えの基準年度でございますので平

成１８年度の固定資産税の第１期の納期月を平成

１８年度に限り４月から５月へ改正及び土地に係

る平成１８年度から平成２０年度までの各年度の

負担調整措置の改正等でございます。 

以上、本臨時会に提案いたしました議案につい

てご説明申し上げましたが、何とぞ慎重審議の上、
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御協賛賜りますようお願い申し上げます。 

〇議長（菅 健雄君） おはかりいたします。 

本案及び本件については、委員会の付託を省略

いたしたいと思います。 

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

〇議長（菅 健雄君） ご異議なしと認めます。 

よって、第５４号議案及び第２号報告から第４

号報告までについては、委員会の付託を省略する

ことに決しました。 

これより質疑に入ります。 

質疑はありませんか。 

４０番大石忠昭君。 

〇４０番（大石忠昭君） それでは最初に、５４

号議案に質疑をいたします。 

 いま、市長の提案理由説明のなかで、高大クリ

ーンセンターの基幹的設備の整備に併せて云々と

あったんですが、この高大クリーンセンター建設

されてから、まだ１０年か１１年しか経っていな

いと思うんですけれども、基幹設備の整備という

のがなぜ必要になったのか。それほどその傷みが

激しい施設かという疑問持つんですけれども、そ

の辺の説明と、あと、安定的汚泥処理体制の構築

と経費節減を確保するため云々とあるんですけれ

ども、あれですね、３月議会のなかでも、真香浄

化センターとまあこの高大クリーンセンターの統

一的今後のこの管理運営をやっていくというよう

な方向が打ち出されておりましたけれども、それ

との関係だと思うんですが、１点目としては、だ

からこの事業の内容、概要というんですかね、市

民が理解できるように説明してほしいと思います。 

 それからもう１点は、経費の問題なんですけれ

ども、今回この数字を見ますと２億２，０００、

約それぐらいですわね。予算と比べますと随分低

い単価になってるんですけれども、数字的には、

設計単価や予定単価というのがいくらであったの

か。それから入札方法や入札の結果について、明

らかにしてもらったらと思います。 

 それから、もう１点目は、財源の内訳なんです

けれども、これまでは、４市町村で負担しておっ

たんだけども、今度合併しまして、豊後高田市だ

けの負担になるんですが、補助金やあるいは起債

の内容などなどですね、財源の措置はどういう方

法とるのか、明らかにしていただきたいと思いま

す。 

それから同時に、予算残が相当額出ると思うん

ですけれども、それはまだ別に今日表に出てない、

いわゆる１億５，０００万以上が議決事項になっ

てますけれども、議決事項でない部分で別に、ま

だ事業を計画されてるのか。いや予算残は、もう

不納欠損分じゃなくて、もう後は全部処理すると

いうことになるのかね。予算残高で処理するとい

うことになるのか、その辺も説明してもらいたい

と思います。 

 次は、専決処分の第２号なんですけれども、こ

れは、消防団員などの公務災害補償について、ま

あ国の法が変わったのでそれに併せて減額すると

いうことなんですが、その内容をもう少しわかる

ように説明してもらいたいのと、実際にそれによ

り影響額というのが、これまでの公務災害はない

ほどがよいんですけれども、私もこれまでの実績

をよく知らないんですが、どういう事例があった

のか。その辺もちょっと併せて説明していただい

たらと思います。 

次が、報告第３号については、これ消防団員の

退職金ですけれども、これは、国の法改正により

若干引き上げられますけれども、その内容につい

ても、もう少し市民が理解できるように説明して

いただいたらと思います。 

 あと、最後が第４号報告は、地方税法の改正に

伴う市条例の一部改正についてなんですけれども、

これがまあ専決処分でやられているんですけれど

も、地方税法の改正は、三位一体改革の区切りの

年度として、１つには、約３兆円の税源移譲がや

られると。２つには、定率減税の廃止、３つ目に

は、固定資産税のこの負担調整率措置の一層の強

化ということになるんですけれども、これ読んで

みますと、そのうちの定率減税の廃止については、

専決処分をしてなくて、次の議会に提案するんで

はないかと思うんですけれど、今、市長の提案理

由説明では、３つほどのことが説明されましたけ

れども、もう少しこの市民に影響を及ぼすという

ことから、今度の専決処分した内容については、

第何条でこうなってるから、こういう改正がやら

れてるんだという、この改正内容について説明を

していただいたらと思います。 

以上であります。 

〇議長（菅 健雄君） 消防長安藤義文君。 

〇消防長（安藤義文君） おはようございます。

消防の安藤です。 
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それでは、大石議員からの第２号報告について、

及び第３号報告についてお答えを申し上げます。 

 今般、豊後高田市消防団員等公務災害補償条例

の一部を改正したことについてでございますが、

今般、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を

定める政令の一部を改正する政令が、本年３月２

７日に公布され、４月１日に施行されたことに伴

いまして、豊後高田市消防団員公務災害補償条例

の一部を改正したものでございます。 

 改正の内容といたしましては、補償基礎額及び

介護補償の基本額を引き下げたものでございます。

補償基礎額の最高額１万４，２００円をそのまま

据え置きまして、最低額であります「９，０００

円」を「８，８００円」に引き下げ、階級及び勤

務年数の区分に応じ、それぞれの額の引き下げを

行ったものでございます。 

 これは国家公務員の公安職俸給表の月額を基礎

としており、今回俸給表の体系が改正されたこと

に伴うものでございます。 

 また、扶養親族である配偶者の加算額を「４５

０円」から「４３０円」に引き下げたものであり

ます。 

介護補償の支給月額の改正は、地方公務員災害

補償制度に準じ、所要の引き下げを行ったもので

ございます。 

これに伴う影響額といいますか、どういうふう

になるのかというご質問でありましたけれども、

これは、１７年度の例を挙げますと、公務災害補

償２件でありました。これは、９月２６日の台風

のときに、ちょっと消防団員が怪我をされたとい

うことでありますが、支給額については、申し述

べませんけれども、入院を２０日間ということで、

影響します額は、マイナス２，４００円でありま

す。それからもう１件は、１月２９日、これは火

災による負傷でございます。名前等は控えさせて

いただきますけれど入院が３６日ということで、

これもマイナスが４，３２０円、以上であります。 

それから第３号報告でありますけれども、これ

は、豊後高田市消防団員に係る退職報償金の支給

に関する条例を一部改正したものでございます。 

今般、消防団員等公務災害補償責任共済等に関

する法律施行令の一部を改正する政令が同じく本

年３月２７日に公布され、４月１日付けに施行さ

れたことに伴い、豊後高田市消防団員に係る退職

報償金の支給に関する条例の一部を改正したもの

でございます。 

今回の改正では、引き続き、消防団員の適切な

処遇の確保を図る必要があるため、消防団員のな

かで中堅的な役割を果たしております分団長、そ

れから副分団長及び部長、班長の階級の勤務年数、

１０年以上５年未満、１５年以上２０年未満、及

び２０年以上２５年未満の区分にそれぞれ２，０

００円ずつを引き上げたものでございます。その

階級におる部分の人数によりまして、２，０００

×２０人であれば４万円というような形に影響

があるかと思います。 

以上であります。 

〇議長（菅 健雄君） 税務課長河野清一君。 

〇税務課長（河野清一君） 第４号報告の豊後高

田市市税条例の一部改正についてのご質疑にお答

えいたします。 

 地方税法の一部を改正する法律が平成１８年３

月３１日に公布されたことに伴いまして、早急に

所要の規定の整備を必要が生じましたので、豊後

高田市税条例の一部を改正する条例を３月３１日

に専決をいたしたものであります。 

 改正の主な内容といたしましては、市民税関係

といたしましては、個人市民税の均等割及び所得

割の非課税限度額が生活扶養基準及び生活保護基

準を勘案して設定されておるために、これらの改

正に伴いまして、個人、均等割の非課税限度額に

つきましては、２８万円に本人及び扶養親族等の

数を乗じた額に扶養親族を有する場合には、１７

万６，０００円を加算して、非課税限度額を設定

するわけでございますけども、この「１７万６，

０００円」の加算部分を８，０００円引き下げま

して、「１６万８，０００円」に改正したものであ

ります。 

また、所得割の非課税限度額につきましても、

同様に３５万円に本人及び扶養親族等の数を乗じ

た額に、扶養がある場合には、３５万円を加算し

て非課税限度額を設定しておったわけでございま

すが、この加算部分の「３５万円」を３万円引き

下げまして、「３２万円」に改正いたしたものであ

ります。 

 次に、条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人市民税の課税の特例といたしまして、租税

条約において、租税条約相手国の投資事業組合等

に対する利子及び配当の支払いについて、特別徴

収できなくなった市民税について、国内居住者で
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ある構成員に対して市町村への申告義務を課し、

個人市民税の所得割を課税できる規定の整備でご

ざいます。 

続きまして、たばこ税の税率改正でございます

が、旧３級品以外のたばこにつきまして、１，０

００本につき「２，９７７円」を３２１円引き上

げまして、「３，２９８円」とし、旧３級品たばこ

につきましては、１，０００本につき「１，４１

２円」を１５２円引き上げ、「１，５６４円」に改

正いたすものでございます。 

この適用につきましては、平成１８年７月１日

以降の売渡が行われる製造たばこについて適用い

たすものであります。 

次に固定資産税関係でございますけども、平成

１８年度が固定資産税の評価替えの基準年度でま

りますので、土地に係る負担調整措置について改

正をいたしました。 

商業地等の宅地につきましては、前年度課税標

準額が当該年度の評価額の７０パーセントを超え

る場合につきましては、７０パーセントまで課税

標準額を引き下げること、前年度課税標準額が当

該年度評価額の６０パーセント以上、７０パーセ

ント以下の宅地につきましては、前年度評価額を

据え置くことといたしております。これらのこの

２つにつきましては、従来どおりでございますが、

前年度課税標準額が当該年度の評価額の６０パー

セント未満の宅地につきましては、前年度評価額

に当該年度の評価額の５パーセントを加えた額を

課税標準とするという改正をいたしております。 

ただし、当該額が評価額の６０パーセントを上

回る場合については、６０パーセントを課税標準

額とすると。評価額の２０パーセントを下回る場

合には、２０パーセントを課税標準額とするとい

うふうに改正をいたしております。 

また、住宅用地につきましては、前年度課税標

準額が特例適用後の額の８０パーセント以上の宅

地については、前年度評価額、課税標準額は据え

置くことといたしております。 

次に前年度課税標準額が、特例適用後の額の８

０パーセント未満の宅地につきましては、前年度

課税標準額に特例適用後の額の５パーセントを加

えた額を課税標準額といたすようにいたしており

ます。 

ただし、当該額が特例適用後の額の８０パーセ

ントを上回る場合は、８０パーセントを課税標準

額とすると。特例適用後の額が２０パーセント下

回る場合は、２０パーセントを課税標準額とする

という改正となっております。 

なお、農地等につきますところの負担調整措置

については、従来どおりの負担調整措置となって

おります。 

 また、住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額措

置の創設に伴う届出義務の規定を追加いたしてお

ります。 

昭和５１年１月１日以前から所在する住宅に

ついて、旧耐震基準により建築された住宅の耐震

改修工事を行った場合は、当該住宅の１２０平米

相当部分について、税額を２分の１軽減する制度

が創設されました。この制度につきましては、１

８年から２１年の間に改修された場合は、３年間

２分の１軽減する。平成２２年から平成２４年の

間に改修された家屋につきましては、２年間２分

の１軽減する。それから平成２５年から平成２７

年の間に耐震改修をされた場合は、１年間２分の

１改修をするという制度でございます。この制度

の創設に伴いまして、届出に係る手続きの規定を

整備をいたしております。 

 固定資産税の評価替えに伴いまして、平成１８

年度に限りまして第１期の納期を「４月１日から

同月３０日まで」を「５月１日から同月３１日ま

で」に改正をさせていただいたところでございま

す。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 環境課長水江義和君。 

〇環境課長（水江義和君） ５４号議案にお答え

いたします。 

 まず高大クリーンセンターの改造工事につきま

しては、本施設は、供用開始から１１年が経過し、

経年劣化に伴う大規模改修の時期であること。市

町村合併が行われ、大田村が杵築市に合併したこ

とにより、真香浄化センターとの統合により効率

化を図ること。及び海洋投棄処分が平成１９年２

月から禁止となること等の状況を踏まえ、真香浄

化センターの一時休止及び農業集落排水処理施設、

漁業集落排水処理施設で発生する濃縮汚泥処理を

視野に入れ、高大クリーンセンターの処理能力２

３キロ／日を、一日の処理量ですが、２３キロ／

日を変動係数等で換算して、３６キロ／日の処理

規模に改造工事を行うものであります。 

特に、建設当時の処理能力による生し尿処理と、
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汚泥処理の処分割合計画では、し尿が１９キロ／

日、汚泥が４キロ／日の４.８対１でありましたが、

現在では、生活様式等の変容からその割合は１.

７対１と大きく変化してるため、これらの状況含

めて、処理能力の改造工事を行うものであります。 

特に、工事の内容につきましては、基幹的設備

の整備に加え、処理能力等に応じた処理機械の整

備、電気設備等や予備貯留槽の設置が主な工事で

あります。 

次に、入札方法ですが、指名競争入札で行いま

した。 

設計金額、予定価格ですが、２億５，８５３万

１，０００円、落札額が、２億２，０５０万円で

ございます。財源につきましては、大分県市町村

合併推進交付金、県の補助金でございますが、９，

４００万円、地方債につきましては、合併特例債、

予算上では、１億８，０９０万を予定いたしてお

ります。 

しかし、今回、契約、予定価格、予算額より契

約した額が減りましたので、この起債の額が変わ

ってくるものと思われます。 

それと、予算の残につきましては、現在予定さ

れているのは、自動計測計量器の設置を予定をい

たしております。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ほかに質疑はありません

か。 

４０番大石忠昭君。 

〇４０番（大石忠昭君） 再質疑を行います。 

 最初の５４号議案で、今課長から説明がありま

したが、第１点目の事業内容の説明で、現在２つ

の施設で処理してるんだけども、この現在、今回

提案されている高大クリーンセンターの改装工事

をやれば、もう一本化で処理できるということで

よいのか。それはいつから、こういう形でもう契

約をするわけなんですけれども、いつからその統

一した稼働が見込まれると。これで経費が節約す

るんだというのか、もうちょっと説明してもらい

たい。 

 それから、２つ目の事業単価の問題で、予算と

実際の契約単価の差が大きいと今聞いたんですけ

れども、この表に出てこない、もう１つの事業が

計画されてるということなんで、どれだけその予

算額と今回契約されようとされる額の差があるか

というのは、正確じゃないわけですね、もう１つ

あるから。だからもう１つの事業については、ど

れぐらいの事業規模なのか。これおおよその数字

でいいです。 

それから、さっき設計単価と予定単価というふ

うに説明があったけれども、もう今豊後高田市の

場合は、これまでと違って、設計単価イコール予

定単価という方法をとってるように聞こえたんで

すけど、そういうことなんですか。この施設に限

ってそういう方法を取ったのか。いや、ほかな事

業についても、もう永松市長はすべて設計単価イ

コール予定価格という方法をとってるのか、それ

もちょっと併せて聞いておきたいと思うんですけ

れども、これでいきますと、今談合問題が大きな

問題になってるけれども、先ほどの説明からいき

ましたら、予定価格よりは３，８００万円低い単

価で落札をしたというようになるわけですね。そ

ういうことですね。 

だいたいこの種の事業については談合で、もう

あるところでは、予定価格の下にもう１回最低制

限価格を設けて、それを漏らして、それに合わせ

ていくという方法で汚職が発生して問題になって

るわけなんですけれども、これは、新築工事と違

って改装工事なんだけれども、競争入札をされて、

こういう予定価格より３，８００万円低い価格で

落札をしたということになると、その指名業者の

業者名と、それぞれがいくらで入札したのか、そ

の数字も明らかにしてもらいたいと思います。 

それから、財源内訳で今ありましたけれども、

これは今の説明では、予算段階の説明だと思うん

です。私が聞いてるのは、実際に、この今度の２

億２，０５０万円についての内訳を聞いてるんで、

これもうちゃんと計算できるはずなので、その辺

の説明をもう１回してもらいたいと思います。 

で、この問題の最後についてですけれども、こ

れは、６月議会で結構ですが、この際、名称をで

すね、もう合併しまして、大田村はもう杵築につ

いたんですから、「高大（たかおお）」というのは、

なかなかこの読みづらいというんですか、日本語

ではなかなか読めない状況ですし、まあ、もう少

し違う名前をね、どんな名前でも結構ですが、名

称変更の条例改正してもらったらと思いますけれ

ども、ご意見をお聞かせください。 

 次は、第２号報告についてなんですけれども、

まあ国の制度が変更して、市もそれに併せて専決

処分で、公務災害があった場合には補償金を引き
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下げるということなんですけれども、これをたと

えて、専決処分をしなくて、次の６月議会に提案

したとしますね。そうすると、その間起こった場

合は前の条例どおりに行けるというふうに判断す

るんだけれども、それがいけないのか。もうどう

しても専決処分しなければならなかったのか、そ

の辺をちょっとね、もう１回聞かせてください。 

次は、第４号報告の地方税法の改正なんですけ

れども、平成１８年度分から市民税の均等割の非

課税限度額を引き下げるということになると、こ

れで今までの、これまでの積算ケースでいきます

と、何世帯ぐらいが影響を及ぼすというように考

えられるのか。 

それから、２つ目の、所得割の限度額も引き下

げられますが、そうすると、これでどれぐらいい

わゆる非課税世帯がなくなるかと、所得割家庭が

なくなるかということなんですけれども、その影

響世帯数ですね。 

 それから、もう１つは、固定資産税のことで、

長く説明があったんですけれども、まあ一言で言

うならば、１９９４年度に固定資産税の税法が大

幅に変わって、評価額が大幅に引き上げられたと。

しかし一度に固定資産税を引き上げられたらこれ

は大変な騒動が起こるので、国が特別措置、経過

措置として、まあ１年間にはこれだけしか引き上

げできませんよと、いわゆる課税評価額が引き上

がったけれども、税額はこれぐらいに抑えておき

なさいというやっぱ調整、負担調整率を設けてお

ったわけですわね。それが、今度の改正で、久し

ぶりの大改悪で、いわゆるその調整額を今度はち

ょっと変更して、これまで抑えられた人をかなり

のとこまで引き上げようと、いわゆる負担増につ

ながる調整措置の変更だというふうに私は理解し

てるんですけれども、これによりですね、今回専

決する分、処分したことによって、従来と比べて

みて、いわゆる負担が増えるいわゆる宅地や商業

用地というのが世帯数で何世帯ぐらいあって、税

額でどれぐらいのいわゆる住民負担増につながっ

ていくのか。その辺ももう積算できておると思い

ますので、説明をしていただきたいと思います。 

以上であります。 

〇議長（菅 健雄君） 消防長安藤義文君。 

〇消防長（安藤義文君） 大石議員からの再質問

にお答えいたします。 

 先ほど申し上げましたように、それぞれ災害補

償基準の政令が改正されまして、４月１日から施

行ということでございますので、これも本市は倣

ってしたわけでありまして、いわゆる災害退職補

償共済基金というところに、それぞれ条例定数に

応じて１人云々という金額を掛けておりますので、

もしその前に災害が発生したときには、こちら掛

けてないんで、前のまま支給しますと、その分余

分に予算増になるということでありますので、専

決処分させていただいたわけであります。 

以上であります。 

〇議長（菅 健雄君） 税務課長河野清一君。 

〇税務課長（河野清一君） 大石議員の再質問に

お答えいたします。 

 均等割の非課税限度額の加算部分を１７万６，

０００円を１６万８，０００円に改正いたしまし

て、均等割が課税される方につきましては、１７

年度の課税状況から試算いたしますと７世帯でご

ざいます。 

それから所得割の非課税限度額につきまして、

加算部分を３５万を３２万に改正いたしまして、

所得割が課税される世帯につきましては、１７年

度課税状況から試算いたしますと、９世帯でござ

います。 

また、固定資産税の負担調整措置に伴いますと

ころの負担増でございますが、現在、課税状況調

査の作成までに至っておりませんので、１６年度

の固定資産税の概要調書から申し上げますと、住

宅用地で負担水準が８０パーセントから２０パー

セントを超える土地の課税標準ベースで申します

と、１８.２パーセントの課税標準部分が負担調整

措置が変更されてまいるわけでございます。 

それから非住宅用地で申しますと、課税ベース

で申しますと、６０パーセント未満２０パーセン

ト以上の部分については、２９.３パーセントの部

分が負担調整措置が変更されるということになっ

ております。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 環境課長水江義和君。 

〇環境課長（水江義和君） 高大を改修して、ど

の時点から高大一本になるかということですが、

今回の契約では、１９年の３月２０日が完成とな

ってます。これを受けまして１９年の４月から本

格稼動はしたいと思っております。 

それと、ほかの事業はどのくらいの予算でやる

のかということですが、５００万程度を予定をい
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たしております。 

設計単価と予定価格ですが、これは同じ額でご

ざいます。 

入札指名業者の関係ですが、指名業者は住友重

機機械工業株式会社、アタカ工業株式会社、株式

会社クボタ、株式会社荏原製作所の４社でござい

ます。 

なお、この４社の指名を受けましたが、株式会

社クボタ、株式会社荏原製作所より辞退届けが出

されて入札されておりません。住友重機機械工業

が２億２，０５０万円、アタカ工業株式会社が２

億６,０４０万円でございます。 

それと、財源の内訳ですが、現在の契約額でい

きますと、大分県市町村合併推進交付金（県の補

助金ですが）９，４００万円、地方債、合併特例

債が１億３，０００、１，０３０万円でございま

す。 

施設の名称でございますが、現在検討いたして

おり、早い時期に改定をしたいと思います。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ほかに質疑はありません

か。 

４０番大石忠昭君。 

〇４０番（大石忠昭君） 再々質問、質疑をいた

します。 

 最初に５４号議案についてなんですけれども、

この、今提案されてる事業とは別に、あと５００

万ほどが予定されてるということなんです。 

そうすると、設計単価から見まして、３月議会

に提案されて議決を受けている予算額を比較しま

すと、相当の差がありますわね。そうすると、い

わゆる予算を提案する段階での見積りに誤りがあ

ったということになるんですか。それも見たら普

通やったら何千円で切ってるところを、何万円で

切ればわかるんですけども、何千万円まで細かい

数字で提案されてるんですよね。でしょう。だか

ら、それは積算に誤りがあったということなのか、

どういうことなのかね。もう設計の方が正しいと

思うんですよね。そうでしょう。 

で、設計単価より３，８００万円安かったと。

設計単価よりですよ、いうこともことからみまし

ても、しかも２社なんですよね。４社のうちの２

社は辞退したと。２社で入札してるんですよ。で

も結果は２社で入札しても、設計単価よりも３，

８００万安い、低くて落札できたということを見

たらね、これ市長に聞きたいんですよ。何で、従

来でしたら、その設計単価の下に、もう１つ予定

価格を置いていましたわね。その予定価格よりも

今何パーセント落ちるかちゅうことで全国で話題

になってるんですけれども、永松市長に代わった

らこれに替えたというふうに聞いてるんですけれ

ども、そのなんで、これだけいわゆる設計単価よ

りも３，８００万円安くて落札できてるのに、予

定価格をね、もう１つ１ランク置かなったのか、

これその理由を聞きたいんですよ。 

これはいわゆるもう３，８００万高く落札して、

もう契約できたわけですね。しかし設計単価より

も何パーセントなり予定価格下げておれば、それ

より下の金額しか契約できないということになる

んですけれども、なんで永松市長は、その設計単

価と予定価格を同額のものにしたのか。その辺の

理由を聞きたいんです。 

 それから、次は、あとの市税条例の専決処分に

ついてなんですけれども、今の固定資産税の部分

について、これ最初の説明でも長々あったんです

けれども、一言で言うならば、１９９４年に税法

の大幅改定で、いわゆる課税標準額が公示価格の

７０パーセントというようにいわゆる統一されて、

それによって今までその７０パーセントにした場

合の額と、従来の固定資産税の評価額があまりに

も差が大きすぎると。一度に上げたら大変なこと

があるということで、負担調整を毎年してきたわ

けですわね。それでもまだ調整できないので、今

度は調整できない部分の一部をいわゆるさらに調

整をして、もういっぺんに引き上げていこうとい

うことでしょう。一言で言うなら。それが違うと

言うんなら違うて説明してもらいたいんですよ。

私はそういう理解ですね。 

 だからそのことによって、先ほど１８.何パーセ

ントとか、それぞれ数字が出ましたけれども、私

聞いてるのは、市全体で見たときに、この負担調

整率を改定することによって、どれくらいのいわ

ゆる固定資産税の増につながるのかということを

聞いてるんですよ。パーセントでいったら先ほど

あったんだけれども、税額でいったらどれくらい

の額になるのか。おおよその額がわかると思うん

で、その辺を説明してください。 

以上です。 

これか、これが１８.２と２９.３かな。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 



５月１２日 

 - 9 - 

〇市長（永松博文君） それでは私から、予定価

格と設計額との関係を申し上げます。 

元々、設計額と予定価格を違わせるのはおかし

いんじゃないかという議論もありました。まあそ

ういうもののなかで、それは私が市長になる以前

からであります。設計金額というのは、積算で上

がってきてるわけですから、それを個人の意思の

下に何パーセント落とすというようなものが、基

本的なもんとしておかしいんじゃないかというの

が、そういう議論のなかでそうしたがいいんでは

ないか、いわゆる設計金額というものが基本であ

るという、そういうことで設計金額イコール予定

金額ということにしたわけでございます。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 税務課長河野清一君。 

〇税務課長（河野清一君） 大石議員の再々質問

にお答えいたします。 

固定資産税の負担調整措置の改正につきまし

ては、先ほどご答弁いたしましたように、住宅用

地で８０パーセント未満２０パーセント以上の間

に、課税標準額ベースで申しますと、１８.２パー

セントの部分が新たな負担調整措置というところ

に位置するわけでございます。 

しかしながら、固定資産税の税額計算につきま

しては、それぞれの一筆ずつの積み上げ計算で税

負担が決まってくるわけでございますので、その

試算については、現行の課税状況調査等では、調

査表がございませんので試算はいたしておりませ

んけども、住宅用地で先ほど申しましたように、

１７年度の概要調書の課税標準ベースで１８.２

パーセント、被住宅用地の課税標準ベースで２９.

３パーセントのところが今回の改正で影響がある

わけでございますので、ご理解をお願いいたした

いと思います。 

〇議長（菅 健雄君） 環境課長水江義和君。 

〇環境課長（水江義和君） 予算額等についてお

答えいたします。 

 今回の改修工事につきましては、市が独自に、

詳細な設計金額を積算することは極めて困難です

ので、事前に業者から参考見積り設計図書からの

見積書を聴取し、これらを参考に予算計上したも

のでございます。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ほかに質疑はありません

か。 

 （「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

〇議長（菅 健雄君） これにて質疑を終結いた

します。 

 これより討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

４０番大石忠昭君。 

〇４０番（大石忠昭君） ４０番日本共産党の大

石であります。 

 私は、専決処分の報告第２号と４号に反対討論

をいたします。 

 ２号につきましては、消防団員、非常勤消防団

員の公務災害の補償金を国の政令に基づいて若干

引き下げるというものでありますが、公務災害が

もうないことを願うんですけれども、いつ何がど

こで起こるかわからないような状況でありますの

で、やはり、消防団員のそういう活動を補償する

ためにも、やはり災害補償金を引き下げをすべき

ではないということで、この承認には反対いたし

ます。 

第４号につきましては、市税条例の一部改正の

専決であります。 

 定額減税の廃止などについては、６月議会に回

すようですけれども、今回専決処分された内容で

も、１つは、市民税の非課税世帯の限度額を引き

下げて、これまで非課税であったものが課税され

ると。それから、市民税の所得割についても、所

得割がなかった家庭がまた新たに所得割が加算さ

れるという事態になりますし、特に固定資産税は、

３年置きの改正がやられますけれども、それぞれ

これまでも１９９４年以来、固定資産税の負担調

整がやられて年々上がってきたんですけれども、

その部分について、さらにこの調整を早めて、一

定の世帯では、固定資産税がまた今までの１年ご

との上がり幅よりもさらに上がるということにな

ってきますので、この専決処分には反対するもの

であります。皆さんのご賛同をお願いし、討論を

終わります。 

以上であります。 

〇議長（菅 健雄君） ほかに討論はありません

か。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

〇議長（菅 健雄君） これにて討論を終結いた

します。 

 これより第５４号議案を採決いたします。 

 本案は原案のとおり決することにご異議ありま
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せんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

〇議長（菅 健雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、第５４号議案については、原案のとお

り可決されました。 

 次に、第３号報告を採決いたします。 

 本件は、承認することにご異議ありませんか。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

〇議長（菅 健雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、第３号報告については、承認されまし

た。 

 次に、第２号報告及び第４号報告を一括して起

立により採決いたします。 

 本件は承認することに賛成の諸君の起立を求め

ます。 

 （起立多数） 

〇議長（菅 健雄君） 起立多数であります。 

 よって、第２号報告及び第４号報告については、

承認されました。 

〇議長（菅 健雄君） 以上で本臨時会に付議さ

れました案件の審議は全部終了いたしました。 

これをもちまして、平成１８年第１回豊後高田

市議会臨時会を閉会いたします。 

午前１１時０２分  閉会 
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